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「財政」ってなに？？

地方公共団体は、学校・幼稚園・保育所・図書館・公民館などの運営や、子育て、介護、障がい者の支援、

道路や下水道の維持管理、ごみの回収など、さまざまな行政サービスを行っています。

市民のみなさんに納めていただいた税金などのお金を集めて管理し、これらの行政サービスに必要なお金を

支払っていく活動のことを「財政」といいます。

「予算」と「決算」ってなに？？

「予算」とは、お金のやりくりの「計画」のことです。

１年間の税金などの収入がどれくらいかを予測し、その範囲の中でお金の使い道（支出）を決めています。

「決算」とは、予算に基づいて実施した１年間の収入と支出の「結果」のことです。

阪南市はどんなやりくりをしているのかな？



令和３年度の決算（普通会計※1ベース）

歳入（収入）は、２１５億４，７０５万円（前年対比▲３５億６，９７９万円）

歳出（支出）は、２１１億１，９５７万円（前年対比▲３５億７，０２６万円）
形式収支（歳入ー歳出）は４億２，７４８万円黒字となり、翌年度に繰り越す事業に使うための財源７９４万円を差し引いた「実質収支」が４億

１，９５４万円の黒字額となり令和４年度の歳入予算に繰越金として計上されます。

歳入総額

歳出総額

〇実質収支のイメージ（収支が黒字の場合）

翌年度繰越財源 実質収支

令和３年度も阪南市の決算は黒字だったん

だね！！

歳入と歳出の中身はどうなってるのかな？

形式収支

※



主な増加した項目

・地方交付税 ＋４億１，７４９万円

・譲与税及び交付金（地方消費税交付金の増加など） ＋１億８，５３６万円

・府支出金（認定こども園施設整備費補助金など） ＋１億１，２５１万円

主な減少した項目

・市税（市民税の減少など） ▲５，６８２万円

・国庫支出金（特別定額給付金給付事業の終了など） ▲３９億３３８万円

※

※

令和３年度は特別定

額給付金給付事業が

なかったから国庫支

出金が減っているね。

それでもやっぱり依

存財源に頼った財政

運営になっているね。

令和２年度：総額２５１億１，６８４万円令和３年度：総額２１５億４，７０５万円



※

※

※

民生費が大きく増加

しているけど、新型

コロナウイルス感染

症対策にかかる経費

の影響だね。

性質別にみるとどう

なるんだろう？？

主な増加した費目（増加の理由）

・民生費（住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業など） ＋１１億９，７９７万円

・衛生費（新型コロナウイルスワクチン接種対策など） ＋４億１，４６９万円

・土木費（尾崎駅整備事業など） ＋４，８９２万円

主な減少した費目（減少の理由）

・総務費（特別定額給付金給付事業など） ▲４８億９，０７６万円

・教育費（小・中学校のＩＣＴ整備事業など） ▲１億８，３１５万円

令和２年度：総額２４６億８，９８３万円令和３年度：総額２１１億１，９５７万円



新型コロナウイル

ス感染症対策で義

務的経費（扶助

費）の割合が大き

く上がったみたい

だね。

令和２年度：総額２４６億８，９８３万円

※

主な増加した費目（増加の理由）

・扶助費（住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業など） ＋１０億７，０８５万円

・物件費（新型コロナウイルスワクチン接種対策など） ＋２億９，７７３万円

・積立金（学校給食センター改修事業や後年度の公共施設改修の財源など）＋２億３，８０２万円

・人件費（会計年度任用職員制度の期末手当の満額支給など） ＋１億６，００４万円

主な減少した費目（減少の理由）

・補助費等（特別定額給付金給付事業など） ▲５４億４，１３５万円

令和３年度：総額２１１億１，９５７万円



地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

収入を30万円とすると、支出は約29万4千円で、収入の範囲内で生計を立てるこ

とができています。

臨時的な支出や収入（新型コロナウイルス感染症対策関連費）を除いた増減の

主な特徴は、収入面では諸手当（地方消費税交付金など）が増えています。

一方、支出面では家の改築など（認定こども園整備事業などの投資的事業）が

増えています。

収入：３０万円

支出：２９万４，０４９円

収入は給料より親からの助成が

多くなっているんだね。自分だけ

では生活が難しいことがわかるね。

支出では、生活費、医療費、仕

送りが大半を占めているんだね。

※（  ）内は前年度比

給料

7万7,850円

銀行等からの借入れ

1万980円親からの助成

16万7,370円

財産の売却など

による収益

810円

貯金の取り崩し

6,090円 その他臨時収入

1万6,080円

生活費

9万2,096円

医療費

7万9,834円
借入金の返済

2万1,466円

仕送りなど

7万513円

家の改築などなど

1万2,791円

貯金、その他

1万7,349円



地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

○歳入額の推移

令和３年度の国・府支出金の減少は、特別定額給付金給付事業の

終了に伴うものであるが、引き続き新型コロナウイルス感染症対策

に係る国・府支出金があったため例年に比べると多く推移している。

市税収入は横ばいで推移し、その他自主財源が増減しているのは、

前年度からの繰越金によるものです。

○歳出額の推移

新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として補助費等は大き

く減少し、扶助費や物件費については増加しています。人件費が増

加しているのは、会計年度任用職員の期末手当が満額支給となった

ことによります。
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地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

○歳入額の比較
住民一人あたりの額でみると、阪南市の自主財源の割合は

類似団体よりも低く、地方交付税などの依存財源に頼らざる

を得ない状況となっています。地域産業の強化・企業誘致の

促進による新たな税収など自主財源の確保に取り組む必要が

あります。

『類似団体内順位』(住民一人あたり）

自主財源 ８２位／８４団体中

市税 ７９位／８４団体中

○歳出額の比較
住民一人あたりの額でみると、本市は施設にかかる職員数

が多く、また全国平均より高い高齢化率により、人件費・扶助

費の義務的経費の割合が類似団体より高くなっています。

今後は、民間活力の活用やICT・ＤＸ化などにより、住

民サービスの維持を図りながら人件費を削減していく必要

があります。

『類似団体内順位』（住民一人あたり）

義務的経費 ３２位／８４団体中

人件費 ２０位／８４団体中



地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地方債 ＝ 市町村の借金
Q.なぜ建物を建設する場合に借金をするの？？

A.公共施設（図書館、道路等）のように将来にわたって活用する建物を建設する場合、建設時の住民だけが費用を負担すると

不公平になります。そのため、これから施設を利用する将来世代の市民にも費用の負担をしてもらい、世代間の公平性を図るた

めに借金（地方債の発行）をしています。

借金と言っても「赤字だから借りてい

る」というだけではないんだね！

「⾧く利用される施設なので、将来世

代の住民も負担する」という考え方も

あるんだ！

※

普通会計における阪南市の地方債残高は、令和３年度末時点で

約１５７億円あります。

臨時財政対策債※１０などを除いた建設地方債は、過去に小・中学校

の耐震化や防災コミュニティセンターの取得の際に発行した市債の償還

が進んでいることにより、令和２年度から令和３年度にかけて減少して

います。

また、臨時財政対策債の残高は年々増加傾向にあり、近年は若干減少

しましたが、令和３年度末では全体の約５４．８％を占めています。
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市民一人あたりの地方債残高（借金）：約３０万円

上のグラフは阪南市の地方債残高について、

類似団体と比較したものだよ！！

一人あたりで換算すると約３０万円の

借金を市がしているんだね！！

令和３年度は私立保育施設整備事業やし尿処理施設中央制御設備更新事

業などの投資的事業を行いましたが、新たに地方債を発行した額より今まで

の地方債を返済した額のほうが大きくなり、地方債残高が減少しました。

その結果、市民一人あたりの地方債残高は７，９７７円減少の

３００，０５６円となりました。

本市と類似団体平均を比べると本市の方が一人あたり地方債残高が少ない

ことがわかります。また、平成３０年度をピークに減少傾向となっておりま

す。しかし、今後は学校給食センターの改修や老朽化した施設の改修等が控

えている中、今後も地方債残高の推計をみながら将来の財政負担が大きくな

りすぎないよう注意する必要があります。

『類似団体内順位』（住民一人あたり）

３１位／８４団体中

30.6 
31.7 

32.4 

31.3 30.8 
30.0 

35.9 
35.5 

34.9 
35.2 

36.1 

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

H28 H29 H30 R1 R2 R3

一人あたり地方債残高の類似団体比較

阪南市 類似団体



基金 ＝ 市町村の貯金
Q.貯金は多いほどいいの？？

A.市は、市民の皆さまから預かった税金で行政サービスを行っていますが、今後の事業や不測の事態（災害等）に対応できる

ようにするため、ある程度の貯金は必要です。

これからも財政調整基金を取り崩さないように、

財政運営をしないといけないね！

令和３年度末の基金残高は、前年度末に比べて増加し、約３１億４，９５４万円とな

りました。

令和３年度は、ふるさとまちづくり応援基金、公共公益施設整備基金や教育施設整備基

金の積立てにより増加したことに加え、財政調整基金※１１においては地方交付税が臨時

経済対策費等で増加したことなどにより、平成２３年度以来１０年ぶりに残高が増加し

ました。

持続可能な行財政運営を行うのため、歳入に見合った歳出予算を編成することにより、

決算時に財政調整基金の取崩しを行わない財政運営をめざします。
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市民一人あたりの基金（貯金）残高：約６．０万円

これから先、基金が必要な時

に十分活用できるよう、計画

的に積み立てていくことが大

切だね！

令和３年度の市民一人あたりの基金（貯金）の残高は、令和２年度に比べて

１６，１６９円増加しています。

しかし、類似団体と比較すると本市は一人あたりの残高が少ないことが分か

ります。令和２年度まで財政調整基金が減少していたことが要因の一つとなっ

ています。

高齢化の進展に伴って、扶助費などの社会保障関連経費が今後も増加してい

くことが予想されるため、基金に頼ることなく、減少しないように取り組む必

要があります。

『類似団体内順位相当』（住民一人あたり）

５９位／８４団体中

財政調整基金の役割とは！？

財政調整基金には、年度間調整の他にも緊急時（災害等）への備

え等といった大切な役割があります。また、現状は毎年取崩しを

行っているので、もし財政調整基金がなくなったら、赤字となり

現在の行政サービスが維持できなくなる可能性があります。
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経常収支比率とは
自由に使えるお金の割合（ゆとり）がどれくらいかを示す指標です。

市税などの使途に制限のない収入が、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）や、施設の管理などの毎年の

固定費に充てられる割合を表します。１００％を超えると、毎年決まって支出する経費に対する財源が

不足していることになります。

令和３年度の経常収支比率は９４.２％で前年度に比べて１.４ポイント良化し

ているものの、１００％に近い水準で推移していることが分かります。１０

０％に近づくほど、新しい事業や投資的な事業を実施する余力がなくなってし

まいます。

全国平均に比べて高齢化率が高い本市では、社会保障関連経費などの経常的

な経費が多くなっていることが要因の一つとなっています。

人口減少に伴い、市税の収入の減少を見込むことから、より一層経費の削減

に取り組む必要があります。

『類似団体内順位』

４７位／８４団体中H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

阪南市 96.6 98.9 95.2 99.8 97.4 98.7 102.3 98.7 98.2 95.6 94.2

類似団体 95.4 95.0 93.7 97.0 91.7 93.8 94.0 93.7 93.9 93.5

94.2 

93.5 

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0
経常収支比率

近年は類似団体と数値が大きく乖離していたのが近づいてきたね。もっと自由に使えるお金を増やしていくため

にも、経常収支比率を改善していく必要があるね。



将来負担比率とは
市町村の財政の健全性を示す目安である健全化判断比率※１４のうち、将来の負担が大きすぎないかを判断するための

指標です。地方債などの、地方公共団体が抱える負債の大きさ（将来にわたって支払うことが見込まれる費用）が

年間の収入の規模に対し、どれくらいの割合になるかを表します。

※

令和３年度の将来負担比率は４３．７％で、前年度に比べて１５．６ポイン

ト良化しています。

新しく借金（起債）することを抑制したことが要因です。

早期健全化基準（350％）には達していませんが、公共施設の老朽化対策な

ど今後も起債発行が必要な事業があります。将来に過度な負担を与えることが

ないよう、財政の健全化に取り組みます。

『類似団体内順位』

５８位／８４団体中
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将来負担比率

将来負担比率が350％を超えると「危険信号」（早期健全化

基準）となり、早急に財政運営の健全化に取り組まなけれ

ばならなくなります。



令和３年度に実施した主要な事業を紹介します。本市では、「阪南市行財政構造改革プラン」に沿った構造改革への取組と、

「阪南市総合計画 後期基本計画」を具体化させるため、４つの視点で、重点的に施策の展開を図りました。

①里山里海づくりプロジェクト

東京圏や大阪都市圏等の離れて

働く方に対して、サードプレイ

スづくりの支援として、テレ

ワークスペースを提供するため、

「サラダステーション」を整備

しました。約４，１７９万円

森林環境譲与税基金を活用し、

木製品の導入や木材利用の普

及啓発を行いました。

約５９３万円

テレワークステーション

整備事業
森林環境譲与税基金

活用事業

②シティプロモーション戦略

③スマートシティ戦略

各種証明書のコンビニ

交付事業

約３，２５４万円

マイナンバーカードを活用し

た住民票の写し等各種証明書

（住民票・印鑑証明・戸籍・

戸籍附票・税証明）のコンビ

ニ交付を整備しました。

④ウォーカブルシティ戦略

約７，８８１万円

尾崎駅整備事業

移動又は施設利用上の利便

性・安全性の向上を図るため、

国・市・南海電鉄の協力によ

り、尾崎駅山側にエレベー

ターを新設しました。



【方向性】

◆⾧期スパンの財政シミュレーションから見えてきた課題に対応したプラン

▶取組目標とその効果額を短期（Ｒ４～Ｒ６）、中期（Ｒ７～Ｒ１３）、⾧期（Ｒ１４～Ｒ１８）ごとに設定

◆現行プランの柱を踏襲し、深掘したプラン

▶新たな項目の抽出をはじめ、その目標や効果等についてあらゆる角度からの徹底した見直し

◆すべての公共施設のあり方を示すプラン

▶将来の人口規模等に見合った施設総量の最適化を図るため、今後の公共施設等の取扱い方針を策定

本市が作成した「阪南市行財政構造改革プラン改訂版」の目的やめざすべき姿、方向性を紹介します。

【基本的な考え方】

旧プランの目的を踏まえつつ、危機的な財政状況を回避・回復させるため、これまでの取組について、その目標や効果等を徹底的に

見直し、持続可能な行財政運営の確立に取り組む。

【めざすべき姿】

～住民自治を展望する公民協働のまちづくりを着実に推進し、しなやかで優しく活力あふれる自立した市政～

◆誰もが健康で幸せに安全・安心に生活しやすいまち ◆子育て世代の希望をかなえ、子育て・子育ちが満喫できるまち

◆阪南市に住みたくなる、魅力に溢れたまち ◆地域資源を活かしたにぎわいのあるまち



【取組内容】

１．働き方改革・人材育成・協働

課題解決に取り組む体制の構築、行政のＤＸ化 等

２．財源の積極的な確保

ふるさと納税のより一層の推進、企業誘致の促進 等

３．事務事業の見直し等

事務事業のあらゆる観点からの抜本的見直し 等

４．特別会計等の経営健全化

５．今後の公共施設等の取扱い

将来人口規模等に見合った施設総量の最適化 等

≪プラン改訂版の取組後の収支予測≫
財政非常事態宣言の解除

財政非常事態宣言は市民の不安や本市のマイナスイメージ

をもたらす要因ともなりかねないことから、一定の改善が見

られる場合は、宣言を解除

解除要件：３年連続して次の基準を２つ以上満たす場合

・決算時に財政調整基金を取り崩さなかった場合

・財政調整基金が１５億円以上となった場合

・経常収支比率が９５％以下となった場合

短期的取組

(R４～R６)

中期的取組

(R7～R13)

⾧期的取組

(R1４～R1８)
計

取組１：働き方改革・

    人材育成・

    協働
0 289 1,726 3,050 5,065 5,065

取組２：財源の積極的

    な確保
160 635 935 1,517 3,087 3,247

取組３：事務事業の

    見直し等
3 274 819 631 1,724 1,727

合 計 163 1,198 3,480 5,198 9,876 10,039

取 組 項 目
R３年度

取組額
合 計

改訂版の目標効果額
（百万円）≪プラン改訂版取組目標効果額≫



≪実質収支の収支見通し（百万円）≫

実質収支の収支見通しは、行財政構造改革プラ

ン改訂版の実施を前提とし、時点修正を行った結

果、令和９年度までの間、黒字と見込んでおりま

す。しかし、定年退職者が発生する令和６年度、

令和８年度は財政調整基金を取り崩し、実質収支

がゼロとなる見込みとなっています。

行財政構造改革プラン改訂版について③

・プラン改訂版（計画期間R4年度～

R18年度の15年間）では、６５の取組

項目を計画的に実施します。このうち

令和3年度の取組に記載しています6

項目については、効果額がR3年度に

見込めたことからその取組状況を記載

しています。

・6項目全体の取組状況は、目標効果

額を約8千万円上回る結果となりまし

た。⑤及び⑥の取組は、実施時期を

R4年度に変更となったため、目標効

果額を確保できませんでした。

R3決算 R4決算見み R5決算見込み R6決算見込み R7決算見込み R8決算見込み R9決算見込み

実質収支 420 371 215 0 187 0 61

420

371

215

0

187

0

61

0

100

200

300

400

500

黒字額を維持するために

行革プラン改訂版の着実

な実行や、徹底した見直

しが大切だね！


